
令 和 ２ 年 ９ 月

東京都年次財務報告書

令和元年度
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新 公 会 計 （ 複 式 簿 記 ・ 発 ⽣ 主 義 ）官庁会計（単式簿記・現⾦主義）

歳入

都税

国庫支出金

諸収入

都債

その他

歳出

＜目的別＞ ＜性質別＞

民生費 人件費

商工費 物件費

土木費 補助費等

教育費 普通建設
事業費

その他 その他

形式収支（歳入－歳出）

資産の部 負債の部

流動資産
現⾦預⾦
基⾦積⽴⾦
その他

固定資産
⾏政財産
インフラ資産
投資その他の資産
基⾦積⽴⾦

その他

流動負債
都債
その他

固定負債
都債
退職給与引当⾦
その他

正味財産の部

資産の部合計 負債及び正味財産
の部合計

⾏政サービス活動
収⼊合計
税収等
その他

⽀出合計
⾏政⽀出
その他

⾏政サービス活動収⽀差額
社会資本整備等投資活動
収⼊合計
基⾦繰⼊⾦
その他

⽀出合計
社会資本整備⽀出
その他

社会資本整備等投資活動収⽀差額

⾏政活動キャッシュ・フロー収⽀差額

財務活動
財務活動収⼊
財務活動⽀出

財務活動収⽀差額

収⽀差額合計
前年度からの繰越⾦

形式収⽀

【普通会計決算】

・ 当期の歳⼊歳出を現⾦ベースで把
握し、 歳出について、⽬的別及び性
質別に分類

【キャッシュ・フロー計算書】

・ 資⾦の流れを、経常的な⾏政サービスを表
す「⾏政サービス活動」、固定資産の形成や
基⾦などの増減を表す「社会資本整備等投
資活動」、公債の発⾏や借⼊⾦による財源
の調達と公債などの償還を表す「財務活動」
に区分し、それぞれの収⽀を明らかにするもの

【２】財務諸表の関係

⾏政活動を⾏政⽬的や
性質ごとに把握可能

前期末残⾼

当期変動額
当期収⽀差額
その他

当期末残⾼

【貸借対照表】

・ バランスシートとも呼ばれ、「資産」・「負債」・
「正味財産」の部に区分し、道路、橋梁などの
インフラ資産や基⾦・都債残⾼など、ストック情
報を明らかにするもの

・ 貸借対照表の正味
財産の部の項⽬の、
前年度からの変動状
況を明らかにするもの

どのような要因でキャッシュが
増減しているかが把握可能に

資産と負債の両⾯から
ストック情報が把握可能に

【行政コスト計算書】

・ 発⽣主義により、 ⼀会計期間における「費
⽤」を認識し、「収⼊」とどのような対応関係に
あるか、その差額はどうなっているのかを明らか
にするもの
・ 減価償却費や引当⾦の繰⼊額など、現⾦
⽀出を伴わないコストも費⽤計上

資産の増減
に反映

⼀致
(＝現⾦主義)

【正味財産変動計算書】

当期の正味
財産の増減
に反映

通常収⽀の部

⾏政収⽀の部
⾏政収⼊
地⽅税
国庫⽀出⾦
その他
⾏政費⽤
給与関係費
減価償却費
退職給与引当⾦繰⼊額
その他

⾦融収⽀の部
⾦融収⼊
⾦融費⽤
公債費（利⼦）
その他

通常収⽀差額

特別収⽀の部
特別収⼊
特別費⽤

当期収⽀差額

現⾦主義では把握されない
コスト情報が把握可能に

○ 資産などのストック情報や、減

価償却費など現金の移動を伴わ

ない費用を含んだコスト情報まで

は把握できない

○ 資産などのストック情報や、発⽣主義によるコスト情報の把握により、官庁会計とは異なる

視点から財務分析を行うことで、マネジメントの強化とアカウンタビリティの充実が可能と

なる

歳⼊歳出を
３区分に分解

負債の増減
に反映
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新 公 会 計 （ 複 式 簿 記 ・ 発 ⽣ 主 義 ）官庁会計（単式簿記・現⾦主義）

歳⼊

都税

国庫⽀出⾦

諸収⼊

都債

その他

歳出

＜⽬的別＞ ＜性質別＞

⺠⽣費 ⼈件費

商⼯費 物件費

⼟⽊費 補助費等

教育費 普通建設
事業費

その他 その他

形式収⽀（歳⼊－歳出）

資産の部 負債の部

流動資産
現⾦預⾦
基⾦積⽴⾦
その他

固定資産
⾏政財産
インフラ資産
投資その他の資産
基⾦積⽴⾦

その他

流動負債
都債
その他

固定負債
都債
退職給与引当⾦
その他

正味財産の部

資産の部合計 負債及び正味財産
の部合計

⾏政サービス活動
収⼊合計
税収等
その他

⽀出合計
⾏政⽀出
その他

⾏政サービス活動収⽀差額
社会資本整備等投資活動
収⼊合計
基⾦繰⼊⾦
その他

⽀出合計
社会資本整備⽀出
その他

社会資本整備等投資活動収⽀差額

⾏政活動キャッシュ・フロー収⽀差額

財務活動
財務活動収⼊
財務活動⽀出

財務活動収⽀差額

収⽀差額合計
前年度からの繰越⾦

形式収⽀

【普通会計決算】

・ 当期の歳⼊歳出を現⾦ベースで把
握し、 歳出について、⽬的別及び性
質別に分類

・ 資⾦の流れを

基⾦などの増減を表す

に区分し、それぞ

【２】財務諸表の関係

⾏政活動を⾏政⽬的や
性質ごとに把握可能

前期末残⾼

当期変動額
当期収⽀差額
その他

当期末残⾼

【貸借対照表】

・ バランスシートとも呼ばれ、「資産」・「負債」・
「正味財産」の部に区分し、道路、橋梁などの
インフラ資産や基⾦・都債残⾼など、ストック情
報を明らかにするもの

・ 貸借対照表の正味
財産の部の項⽬の、
前年度からの変動状
況を明らかにするもの

資産と負債の両⾯から
ストック情報が把握可能に

【行政コスト計算書】

・ 発⽣主義により、 ⼀会計期間における「費
⽤」を認識し、「収⼊」とどのような対応関係に
あるか、その差額はどうなっているのかを明らか
にするもの
・ 減価償却費や引当⾦の繰⼊額など、現⾦
⽀出を伴わないコストも費⽤計上

資産の増減
に反映

⼀致
(＝現⾦主義)

【正味財産変動計算書】

当期の正味
財産の増減
に反映

通常収⽀の部

⾏政収⽀の部
⾏政収⼊
地⽅税
国庫⽀出⾦
その他
⾏政費⽤
給与関係費
減価償却費
退職給与引当⾦繰⼊額
その他

⾦融収⽀の部
⾦融収⼊
⾦融費⽤
公債費（利⼦）
その他

通常収⽀差額

特別収⽀の部
特別収⼊
特別費⽤

当期収⽀差額

現⾦主義では把握されない
コスト情報が把握可能に

○ 資産などのストック情報や、減

価償却費など現金の移動を伴わ

ない費用を含んだコスト情報まで

は把握できない

○ 資産などのストック情報や、発⽣主義によるコスト情報の把握により、官庁会計とは異なる

視点から財務分析を行うことで、マネジメントの強化とアカウンタビリティの充実が可能と

なる

現⾦⽀出を
伴わないコ
ストも計上

歳⼊歳出を
３区分に分解

負債の増減
に反映
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東京都財務局は 
東京 2020オリンピック・パラリンピック 
の成功に向けて取り組んでいきます。 
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